Legal Concept of Homeland Security by 富井 幸雄
都法 58 巻 2 号（2018 年 1 月） 77
国土安全保障の概念―法的考察―
富井　幸雄
1　はじめに
2　国土安全保障概念の生成と発展
3　国土安全保障の責務の認識と国土安全保障省の創設
4　国土安全保障における法の機能：統制
5　むすびにかえて
1　はじめに
　アメリカは 2001 年の 9・11 同時多発テロ（以下「9・11」）直後、大統領府
（Executive Office of the President）内に国土安全保障局（Office of Homeland 
Security（OHS））を設け、国土安全保障（HS）という任務で国家機関を創設
した。翌年、国土安全保障法（Homeland Security Act（HSA））を制定して
OHS を内閣の組織に格上げして国土安全保障省（DHS）とし、安全保障に関
わる連邦政府の機関のいくつかを統合させて、アメリカ憲政史上かつてない省
庁編成を行った。その後、DHS とその所掌事務は再編あるいは付加され、ア
メリカの安全保障政策の形成と実行でこの機関はその責務の重要性とともに
HS の機能を増大させている。1）
1）　DHS 創設から 10 年以上経過した段階では、サイバーセキュリティがもっとも挑
戦的で、そのための諜報（intelligence）の収集と共有と分析が重要と認識されてい
る。Center for Strategic and International Studies, Homeland Security at Crossroads: 
Evolving DHS to Meet the Next Generation of Threats, Feb. 1, 2013.　https://www.csis.
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　そもそも HS とは何なのか。政府機能とみなすとき、競合する他の安全保障
の機関とはどう違うのかは、必ずしも明確ではない。他方で、DHS が包括す
るテロや災害など緊急事態対策では、縦割りの弊を排すとの観点から包括的機
関を設けることは、HS とは言わないまでも、世界的広がりを見せている。2）
そうした機関が所掌する事務は共通していて、HS にそれなりのコンセプトも
認識できる。しかし、機関には固有の任務や所掌が明確でなければならない。
そうでないと、予算の要求は説得力を失い、また無限に任務や組織が増殖して
しまうことにもなりかねない。そこに国民のコンセンサスを得るのは困難とな
るし、またその優先順位はつけ難く、予算の編成も行きづまる。3）こうした状
況で、HS の名のもとに連邦政府機能や権限があいまいなままで拡大していく
懸念が潜在し、現に DHS の任務は更新されているのであって、HS の定義は必
要となる。4）
　HS のこうした側面は膨大な官僚組織を生む性質を内包することから、DHS
org/analysis/homeland-security-crossroads-evolving-dhs-meet-next-generation-threats
　もっとも、国土安全保障諜報（homeland security intelligence）の定義が前提とな
るところ、それは不明確であると指摘する。
2）　カナダは、アメリカに 2 年ほど遅れて公共安全保障省（Public Safety Canada）を
創設している。DHS 創設の直後、カナダは、その前身となる公共安全緊急事態準備
省（Public Safety and Emergency Preparedness Canada）に、それまで他省庁に属し
ていた警察（Royal Canadian Mounted Police（RCMP））やカナダ諜報部（Canadian 
Security and Intelligence Service）などを包含させた。この経緯について、富井幸雄
『憲法と緊急事態法制　カナダの緊急権』（日本評論社、2006 年）279 頁、参照。
3）　「現時点で、国土安全保障は明確に定義された優先順位に基づいて財源を担保され
てはいない」。Shawn Reese, Defining Homeland Security: Analysis and Congres-
sional Consideration, CRS REP. R42462, Jan. 8, 2013, at 1.　
4）　「要するに、国土安全保障は、政府がこれがそうだというものすべてだ」。David 
Kavets, Government Unable to Define “Homeland Security”, https://www.wired.
com/2013/01/homeland-security-definition/　「国土安全保障はもうひとつの肥った無
駄事業（obese　boondoggle）になった」。Mattea Kramer and Chris Hellman, ‘Home-
land Security’: The Trillion-Dollar Concept that No One Can Define, THE NATION, 
Feb. 28, 2013, www.thenation.com　そうであるにもかかわらず、国民の関心はこの
ことに向けられていないのは奇妙だとする。
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解体論まで提案されるようになり、HS を外して個別に任務を遂行する新たな
枠組みも提唱される。テロという見えない恐怖はアメリカ国民の心理にも作用
し、より拡大した HS を求め、政府は安心を提供するために、効果的かは疑わ
しくともとりあえず HS の政策や組織を打ち立てる傾向になる。5）
　法令上 HS に定義規定はない。DHS の組織や権限は HSA が根拠法である。
同法は、homeland はアメリカ合衆国を指すと定義するのみである。6）学問の
対象として HS はどこまで議論するのか、研究の対象や方法を確立するのかに
一般的な概念やそれへのコンセンサスもみられない。7）もともと他省庁の機関
であったものを HS の名で DHS に統合編入させたので、寄せ集めの巨大官僚
機構となっているようにもみえる。9・11 に発するテロの脅威や危機意識は政
治を、安心、安全を提供する考え方に大転換させ、いつ再発するかもしれない
テロには連邦に管理や規制を含む中央集権的権限を認めるようになっていっ
た。8）
　ざっくりと、HS とは「人為的及び自然的災害に備え対処する技術（art）」
とされる。9）これはすべての政府機関が負っている。現に、DHS は様々な省庁
5）　Benjamin H. Friedman, Managing Fear: The Politics of Homeland Security, 126 
POL. SCI. Q. 77（2011）.　「アメリカ人がテロについて得る情報を偏向させる多様な利
害と認識に基づく偏向（cognitive bias）はたいてい、アメリカ人が過度にテロを恐れ、
それに対する興奮した政策的対応を求めるのに負っている」。Id. at 97.　また、そう
した政府の対応が脅威の心理をあおる相乗効果をもつとする。
6）　6 U.S.C. § 101（1）（2012）.　合衆国法典第 6 章は国内安全保障（Domestic Securi-
ty）とのタイトルで DHS や HS について規定する。本稿で言及する制定法はほとん
どはこれで、特に断りのないかぎり、以下本文中に § のみ記す。なお、アメリカの
法令は http://www.law.cornell.edu/uscodes に基づく。
7）　Jerome H. Kahan, What’s in a Name? The Meaning of Homeland Security, 2 J. 
HOMELAND SEC. EDU. 1, 13（2013）.
8）　Dara Kay Cohen, Mariano-Florentino Cuellar and Barry R. Weingast, Crisis Bureau-
cracy: Homeland Security and the Political Design of Legal Mandates, 59 STAN. L. 
REV. 673, 678（2006）.
9）　Suzanne Spaulding with Michael L. Diakiwiski, Michael O. Halas, Kaiya Pontinen, and 
Michelle Tonelli, Federal Emergency Preparedness and Response and Homeland 
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に属していたこうした既存の機関が統合されて発足し、形成されている。国土
安全保障に絡むと判断されれば任務を付与され、機関が創設あるいは統合され
る。そうした展開に HS の定義はなかなかつかみ難い。10）
　これまでの安全保障の概念や機関と区別する意味で、HS は、地理的に孤立
して国の内と外を国境ではっきりと峻別する伝統を持つアメリカにユニークな
概念であるとされる。11）日本を含む他の西洋型立憲民主主義国家では、国内で
の脅威を国外からのそれと質も量も区別することはなく、また 9・11 とカト
リーナ台風といった 2 重の危機から、社会的経済的混沌を経験した国はアメリ
カをおいてほかにないからだという。
　いつ起こるかのわからないテロや災害などのカタストロフに、それを可能な
限り事前に察知して予防し、発生時には迅速に対応して、国民の生活様式を保
全する責務は政府にあり、アメリカではそうした不安を除去する意味でも
DHS の機能は不可欠である。ただそうした脅威が HS 概念の不明さと相まって
DHS の組織や権限をいたずらに増やしているのは、コストの無駄や人権侵害
も懸念されるところとなる。12）HS が重篤な緊急事態を想定しての連邦権限の
Security, in NATIONAL SECURITY  LAW & POLICY 1417（John Norton Moore, Guy B. Rob-
erts and Robert F. Turner, eds. 3rd ed., 2015）.
10）　「簡明な国土安全保障のコンセプトなくば、国土安全保障の任を負う政策立案者
や組織は、最優先のあるいは最も必要な活動で調整したり集中したりするのに成功
はしないであろう。調整（coordination）は、多数の連邦機関と州自治体のパートナ
ーが相互作用しあうのだから、国土安全保障にとって特に不可欠である。調整はこ
れらの機関が国土安全保障のコンセプトを同じように理解して行動しなければ困難
となろう」。Reese, supra note 3 at 9-10.
11）　Nadav Morag. “Does Homeland Security Exist Outside the United States?” Home-
land Security Affairs 7, 10 Years After: The 9/11 Essays （September 2011）. https://
www.hsaj.org/articles/69
12）　フェミニストのナオミ・ウォルフは HS を意識して、開かれた社会が独裁制へ移
行するアメリカに警鐘を鳴らす。「われわれはヨーロッパの歴史を学ばないから、
DHS 創設は警告ベルにはならなかった」。Naomi Wolf, Fascist America, in 10 easy 
steps, THE GUARDIAN, Apr. 24, 2008. See also, NAOMI WOLF, THE END OF AMERICA: LETTER OF 
WARNING TO A YOUNG PATRIOT（2007）.　歴史的経験から、そのプロセスは以下の 10段
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強化を秘めるものである以上、統制や制限という視点も不可欠である。HS と
は何なのか、その概念や特徴を知っておかねばなるまい。
　本稿は、アメリカで醸成された HS の概念を法的観点から整理検討して、そ
の意義の解析を試みる。HS は概して緊急事態にかかわり、国家が市民の人権
や生活に密接に介入するとともに、そのプロセスは効率性や迅速性を第一義と
するから、実体、手続ともに法的フレームワークを要するからである。13）筆者
は、HS は、その対象が大きいこと、その対象は脅威とするところ、それは
年々多様になっていること、そしてそのために公的機関、特に連邦機関が組織
的に膨張していることから、それらの相剰作用で HS がなんであるかがぼやけ
てしまうのではないかと考えるものである。
　HS とはいかなる概念なのか。どのように認識したらよいのか。これを考え
るために、第 1 に、HS のリード官庁である DHS の創設と機関編成をスケッチ
する。膨大な官僚機構を形成しているのを確認するともに、その背後にいかな
るコンセプトがあるのかを探ってみたい。第 2 に、そうした連邦機関の形成の
コンセプトとなる HS がどのように意識され、法に結実していったのかを整理
する。第 3 に、HS に法がどのようにかかわるのか、法の意義は何なのかを
HS をめぐる法的問題を整理しながら考察する。
　安全保障はいかなる国家にあってもその第 1 の責務である。14）外からの脅威
階であるという。1内外の脅威の喚起、2秘密監獄の創設、3準軍隊の展開、4一般
市民の監視、5市民団体への潜入、6恣意的な市民の拘束と釈放、7個人を標的にす
る、8プレス制限、9スパイと批判したり、裏切りと主張したりする、10法の支配
の逸脱。権力者というものは、緊急事態を宣言してそれを継続させていく誘惑にか
られるものだとする。
13）　JAMES E. BAKER, IN THE COMMON DEFENSE: NATIONAL SECURITY LAW FOR PERILOUS TIME 243
（2007）.　「国土安全保障は安全保障法分野で最も法が集中すると論じられている
（most legally intensive）。（本稿でこれから見るように―筆者）連邦制、軍、プライ
バシー、民間に対する連邦規制の憲法に関する複雑な問題が存在するのである」。
Id. at 306.
14）　「国の安全ほどやむに已まれぬ政府利益はないことは、自明である（obvious and 
unarguable）」。Haig v. Agee, 453 U.S. 280, 307（1981）.
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に備えるのはその基本であるけれども、国内の脅威に対処するのも同様に緊要
である。わが国の場合、地震などの自然災害のみならず、インフルエンザなど
の感染症もそうであるし、テロとてもはや対岸の火事ではない。これらは文民
緊急事態（civil emergency）とも表現される。これは警察や消防など文民官庁
がその責務を第一次的に負う事象である。近時その対象自体が複雑で大規模に
なり、文民の手に余ることから、軍隊の手を借りざるを得なくなり、文民と軍
の複合的対処事象となる。わが国では安全保障政策といえば対外に目が行き、
国内あるいは国土での危険からの安全保障という概念を棚上げにするきらいが
ある。本稿は、日本の国土安全保障を議論する法学的素地を形成するための前
提的考察でもある。15）
2　国土安全保障概念の生成と発展
（1）災害と民間防衛とテロ
　HS で意識されるようなことがらは、DHS 創設以前に公的任務として自覚さ
れてきた。16）それはまずは自然災害対処である。ただこれはポリスパワーを保
持する州の責務であり、17）連邦政府が介入することは憲法上ためらわれる。し
15）　政策的視点であるけれども、わが国はサリン事件や 9・11 を目の当たりにしても、
総合的な国内の安全保障機関を創設、再編していない。内閣の危機管理や総合調整
のための改革はなされたけれども、インテリジェンス（情報収集と分析）を含む国
内外の安全保障の行政機構の再編は、議論も成熟していない。なお、森本敏・浜谷
英博『国家の危機管理』（海竜社、2017 年）参照。ただ筆者は、国土安全保障は緊
急事態条項を付加する日本国憲法の改正議論とは必ずしもリンクしないと考えるも
のである。
16）　White House, United States 2010 National Security Strategy, at 15. http://nssar-
chive.us/NSSR/2010.pdf　9・11 以前には HS は辞書にはほとんど載っていなかった
けれども、HS は建国以来意識されており、はやくも 1798 年の外国人扇動法（Alien 
and Sedition Act）に萌芽としての結実がみられる。BRUCE MAXWELL, HOMELAND SECURI-
TY: A DOCUMENTARY HISTORY XVII（2004）. Hereinafter cite as ‘Documentary’.
17）　公衆衛生や災害など非軍事的な緊急事態は、憲法修正第 10 条によって州に留保
されたポリスパワーと解され、「公的秩序、衛生、安全もしくは道徳を維持するのに
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かし、連邦が州の自然災害対応に、主として補助金を支出する形で関与するこ
とは建国当初から慣例化し、アメリカ憲法（以下「憲法」）1 条 10 節 1 項の財
政権限で正当化され、さらに連邦議会も個別に制定法で災害支援の連邦権限を
創設していった。18）冷戦下には新たに民間防衛（civil defense）が意識され、
1950 年の災害救援法にはじまって連邦民間防衛法と防衛生産法が制定され、
国内の国民の生活保護を連邦政府の責務とするようになった。
　これが冷戦後、とりわけ 9・11 以降は、くっきりと対テロ（counterterror-
ism）を意識するようになった。連邦政府は 9・11 後の HS を新規なものと認
識している。2002 年、最初となる HS の戦略文書では、「9 月 11 日以降、HS
は多くの人々に多くのことを意味するようになった。それは新たなミッション
であり、新たな用語である」と述べている。19）HS は、以前から漠然と存在し、
対テロからの国内生活の防衛という意味では 1995 年以降形成されてきたけれ
ども、20）やはり 9・11 がその認識をリフレッシュさせたといえる。2007 年の戦
略書は、9・11 以前はさまざまな機関がそれぞれに努力をしているパッチワー
クであったとしたうえで、こう述べている。21）「われわれの法執行機関やイン
必要な合理的規範を、連邦および州の憲法の範囲内で制定する州固有の権限」と定
義される（Tighe v. Osborne, 149 Md. 349, 356（1925））。Michael Greeburger and Ari-
anne Spaccarelli, State and Federal Emergency Powers, in HOMELAND SECURITY: LEGAL 
AND POLICY ISSUES 21, 23（Joe D. Whitley and Lynne K. Zusman, eds., 2009）.
18）　この点は考察したことがある。富井幸雄「アメリカ憲法と大規模災害―連邦緊急
事態管理庁（FEMA）を中心として―」比較憲法学研究 24 号 1 頁、3-7 頁、平成 24
年。
19）　Office of Homeland Security, National Strategy for Homeland Security, July 2002、
at 2.  Hereinafter cite as ‘2002 Strategy’.
20）　1970 年代から対テロでは、妥協しない、国家スポンサーに圧力をかける、法の
支配を及ぼして犯罪者として裁く、との政策を一貫させてきた。これを初めて明確
にしたのが、1986 年のレーガン大統領が発した国家安全保障決定指令 207 号である。
Combating Terrorism: Observations on Crosscutting Issues, General Accounting Office 
Congressional Testimony, Apr. 23, 1998, in Documentary, at 211-12.
21）　Homeland Security Council, National Strategy for Homeland Security, Oct. 2007, at 
3.  Hereinafter cite as ‘2007 Strategy’.
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テリジェンス共同体（IC）の分節が、軍とともにテロその他アメリカに対する
脅威に行動すべく、評価し準備してきた一方で、われわれは、テロリズムから
国土（Homeland）を保全するための、統一されたビジョン、一貫した戦略ア
プローチ、そして必要な機関を欠いていた」のであり、9・11 は衝撃的にわれ
われの旧来の指向を変遷させた。
　DHS は諜報機関を内包している。22）諜報（インテリジェンス）が HS と意識
されるのはなぜか。23）諜報は軍事や外交など国際的な情報収集であり、アメリ
カ建国のワシントン大統領の時代から、執行権（Executive）の責務として存
在した。24）公式に国家活動として顕現したのは F. ローズベルト大統領の時で
あろう（戦略事務局（OSS（Office of Strategic Service））の創設）。第 2 次大戦
後、アメリカの諜報機関は充実していく。1947 年の国家安全保障法（National 
Security Act）はこれを実定法で承認した。CIA（中央情報局）が創設され、
FBI（連邦捜査局）、NSA（国家安全保障局）など、政府組織が充実していく。
それらの諜報は、少なくとも 9・11 以前は HS と特段意識されてはいなかった。
9・11 はテロに安全保障の力点をシフトさせるとともに、アメリカ国内の、場
合によってはアメリカ国民の情報収集もされるようになり、ここに HS の必要
とそこへの諜報機関の包含が整合性を持つようになる。もっとも、諜報という
22）　アメリカは各省庁にまたがるインテリジェンス機関からなるインテリジェンス共
同体（Intelligence Community（IC））を構成している。DHS には沿岸警備隊のイン
テリジェンス部局と、DHS 自身のインテリジェンス分析局（Office of Intelligence 
and Analysis）がある。IC について、富井幸雄「安全保障上の電子的監視―権力分
立と合衆国憲法修正第 4 条の交錯」法学新報 122 巻 3・4 号 75 頁、78-79 頁、参照。
DHS のこうしたインテリジェンスと IC との関係は解析しなければならない。他日
を期したい。
23）　インテリジェンスの定義は一つの論点であり、多様なコンテキストで多様な意味
で使用される。ここでは、安全保障に関する情報の収集と分析という意味（またそ
うした機関）で、諜報と訳しておく。インテリジェンスの定義も含めて安全保障法
学との関係について改めて検討する。
24）　JENNIFER SISTA GRANICK, AMERICAN SPIES: MODERN SURVEILLANCE, WHY YOU SHOULD CARE, 
AND WHAT TO DO ABOUT IT 70 （2016）.
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切り口で、国際と国内でくっきり 2 分するという考えが妥当か、実践可能かの
疑問は残る。また、諜報は対外国であったのが、HS のインテリジェンスは対
国内に中心が置かれる特徴がある。25）
　さて、DHS は連邦の制定法（HSA）で創設された省で、その長官は主要な
閣僚である。26）その任務は以下の 8 つとされている（§111（b）（1））。A アメリ
カ国内のテロ防止、B テロへの脆弱性の軽減、C 国内で発生するテロ攻撃の損
害を軽減させ回復を支援、D 自然及び人的災害や緊急事態の計画に特化して行
動することを含む、DHS に移送された機関のすべての職務を遂行、E 制定法
に明示の規定なき限り、アメリカ国土保全に直接関係しない DHS の機関の機
能が減じられたり否定されたりしないようにすること、F アメリカの全体的経
済的安全が、アメリカ国土の保全に向けられた努力、活動、プログラムによっ
て減じられないようにすること、G 人民の市民的自由や権利が、アメリカ国土
の保全に向けられた努力、活動、プログラムによって減じられないようにする
こと、H ドラッグ取引とテロの関係を監視し、そうした関連を断ち切る努力を
調整し、そのほか違法なドラッグ取引を阻止する努力に貢献すること。なお、
DHS は特別の法規定なき限り、テロの調査と告発の主務官庁ではなく、それ
は連邦、州、そして法執行機関に与えられた管轄権に属する（§111（b）（2））。
　これは HS の管轄や対象を明らかにする意味がある。ただ、法が定める DHS
の所掌事務は寄せ集めの感が強く、普遍的な原則で HS として括られるような
25）　HS インテリジェンスは実定法の概念ではないけれども、HS に関連した新たなイ
ンテリジェンスの領域が形成され、それは地理的、文民的、軍事的をクロスオーバ
ーしたものとなっている。Todd Masse, Homeland Security Intelligence: Percep-
tions, Statutory Definitions, and Approaches, CRS REP., RL33616, Aug. 18, 2006.　
そこでは HS は定義せず、HS インテリジェンスはそれがどのように定義されようと
も、地理的な境界にとらわれない概念であり、アメリカ国内の人やインフラを攻撃
するテロリストの意図や能力と、潜在的なテロリストの攻撃を抑止、予防、対応す
るアメリカの能力に直接かかわるものと観念している。
26）　6 U.S.C. §111（a）（2012）.　先述したように、連邦法典 6 章（Title 6）は国内の安
全保障（Domestic Security）と整理され、HS に関する法となっている。
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概念は浮かび上ってこない。DHS が所掌する事務が HS であるとの形式的な定
義が出てきてもおかしくない。
（2）政府の多様な定義
　連邦政府は DHS を立ち上げる時、HS を以下のように定義した。27）「アメリ
カ国内のテロリストの攻撃を予防し（prevent）、アメリカのテロへの脆弱性
（vulnerabilities）を減少させ、発生する攻撃からの損害を最小限にし（mini-
mize）回復させる（recover）協調的国家努力（concerted national effort）」。
HS はテロに対して予防、軽減、被害の最小限化と回復の 3 つの目的を有する
のを明確にしている。この定義は、以下見るように基本的に踏襲されるけれど
も、新たな現実と脅威に適合して 9・11 後も変遷するとしている。28）
　かかる認識は国家の目的や責務の意識に裏打ちされている。憲法は、国家の
目的は「共通の防衛（common defense）」であると定めている（前文）。アメ
リカは自由と民主主義に根付いた豊かな生活が保障され、国家はこれを維持し
防護していかなければならない。そのためにアメリカ政府は国家権力のすべて、
つまり外交、情報、軍、経済、財政、諜報、警察、を使ってテロ攻撃を抑止し
破滅させ、アメリカ人とインフラと主要資源を防御し、起こる事象からは回復
を図らなければならない。29）
　2002 年に HS の国家機関 DHS を立ち上げたとき、そこでの主要な任務は、
諜報と警報、国境と交通の安全保障、対国内テロ、主要インフラと資産の防衛
であった。2007 年の戦略書では、主要任務として掲げず、目的として、テロ
リスト攻撃の予防と破壊、アメリカ人や主要なインフラや資産の防御、発生す
る事故（incidents）の対応と回復、としている。HS は 9・11 後意識されるよ
うになるけれども、そこでは対テロであり、FEMA（連邦緊急事態管理庁）な
ど災害対処はその時点ではそれほど認識されていなかった。
27）　2002 Strategy, at 2.
28）　2007 Strategy, at 3.
29）　2007 Strategy, at 13.
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　政府文書では以下のように多様な定義がされている。30）
文書 定義
2007 年国土安全保障の国家戦略（ホワ
イトハウス）
国内でのテロリストの攻撃を予防し、ア
メリカのテロへの脆弱性を減少させ、起
きたときは攻撃からの損害を最小限にし
て回復させる協調的国家努力
2008 年 DHS 戦略計画（2008-13 会計年
度）（DHS）
テロリストの攻撃を予防し抑止し、危険
に対応し、国境を保全する統合された国
家努力
2010 年安全保障戦略（ホワイトハウス） 脅威や自然災害を予防し、防御し対応す
る、連邦、州、自治体政府間の切れ目の
ない協同（coordination）
2010 年 4 年ごとの報告書（DHS） テロおよび、アメリカ人の利益と大志
（aspirations）と、生活様式が向上できる
ところでの危険に対して安全で保全され
るレジリエントである国土を確保するた
めの協調的国家努力
2010 年ボトムアップレビュー（DHS） テロを防止すること、自然災害に対応し
回復させること、関税の徴収と税関、適
法移民行政、全国水路と海上交通システ
ムの安全と管理、その他 DHS の様々な
部局の伝統的任務を含む
2011 年対テロ国家戦略（ホワイトハウ
ス）
テロリストの脅威に対抗する防衛的努力
2012 年戦略計画（DHS） テロその他の危険に対して安全で保全さ
れレジリエントである国土を確保するた
めの努力
　2014 年の 4 年ごとの DHS の白書では定義はしておらず、任務や目的を次の
30）　Reese, supra note 3 at 8-9.　これらの定義から以下の 3 要素が共有されていると
する。Id. at 9.　国土安全保障は①全政府レヴェルと民間をクロスした協調を不可欠
とする②特定されたものを含むすべての危険に対処して安全を確保する③完全な脅
威の除去や防御は含まない。
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ように認識している。31）まず以下の 4 つの根本目的を確認する。①アメリカ、
アメリカ市民、そして同盟国の安全②機会と繁栄を促進させる開かれた国際経
済システムの中で強固で革新的な成長をするアメリカ経済③国内および全世界
の普遍的価値の尊重④グローバルな挑戦を満たす、より強固な協力を通して平
和と安全と機会を促進させるアメリカのリーダーシップによって発展される国
際秩序。そのために、HS には以下の 5 つの任務があるとしている。①テロを
予防し安全を高める②アメリカ国境の保全と管理③移民法の執行と運営④サイ
バー空間の防御と保全⑤国家的緊急対処と回復力（resilience）の強化。これ
を踏まえて HS は、「アメリカの利害、念願、生活手法が栄えることができる
ところで、テロその他の危険に対して安心安全のレジリエントな国土」を指向
する。DHS は、「危険（risk）を評価し分析し、比較する国家的努力をリード
する。危険は、さまざまな国土安全保障の脅威や危難（hazards）の発生可能
性や潜在的影響の機能である」。
　国家安全保障は外国からアメリカの独立と安全を守ることであり、脅威を的
確に察知する必要がある。国防省にはそのための純評価局（Office of Net As-
sessment（ONA））がニクソン政権時の 1973 年に創設されている。HS も Net 
Assessment（純評価）が必要であるけれども、ONA のような機関は DHS には
なく、その評価の仕方も確立していない。HS への脅威はテロとサイバーと自
然災害が主であるから、それらの脅威と能力と正当性の三位一体で純評価を実
施しなければならない。32）HS は脅威によって政府の対応が変わってくるし、
その対処の方法、例えば諜報について正当であるのかが評価されなければなら
ない。
31）　Homeland Security, The 2014 Quadrennial Homeland Security Review 14.　この白
書は、4 年ごとに新たな国土安全保障の脅威の認識とそれに対応する DHS の任務や
機関のリニューアルとして、刊行を義務付けられている。6 U.S.C. §347.
32）　Erik J. Dahl, A Homeland Security Net Assessment Needed Now!, STRATEGIC STUD. 
Q., Win. 2015, at 62, 69-71.　脅威の分析はなされている。Office of Intelligence and 
Analysis, Homeland Security Threat Assessment: Evaluating Threats 2008–2013, 
https://info.publicintelligence.net/DHS-Threats2008-2013.pdf
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　州の法あるいは政策文書で HS を定義しているものもある。2003 年のアラ
バマ HS 法は、HS を「テロリストの脅威または攻撃からアラバマ州を保全す
る州政策の展開と調整と実行」と定義し、「アラバマ州内のテロリストの攻撃
を防止し、防御し、適用されるところでは諜報を共有し、対応し、回復させる
努力を含む」とする。33）ワシントン州は連邦の公刊した『国土安全保障国家戦
略（National Strategy for Homeland Security）』をベースに、全州国土安全保障
戦略計画では次のように定義している。34）「アメリカ領土と主権と国民とイン
フラに対する脅威と攻撃について備え、抑止し、抑制し、阻止し、防御し、対
応すること。危機管理、結果管理、そしてその他の文民的支援を含む」。
　いくつかの大学ではロースクールも含めて HS に関する科目を設けており、
それらのシラバスやカリキュラムから次のように定義する者もある。35）「HS と
は、アメリカ市民と自国の利益に対する知覚された潜在的もしくは差し迫った
テロの脅威に、軍と文民の対応を要求する緊急事態対処のシステムである」。
（3）類似概念との異同：国家安全保障と国土防衛
　国家安全保障（NS）と HS はどう異なるのか。共有する部分はどこで、な
にが HS 固有のものなのか。HS が NS から派生したことには異論がないとし
ても、NS と区別される HS の概念要素はあるのか。
　2002 年の最初の政府説明は、憲法前文が国家の責務として共通の防衛と規
定しているのを受けて、安全保障戦略は国家の価値と利益とともに、アメリカ
の主権を保障することを目的として安全と繁栄を保全するものであり、これを
補完するものとして HS は、「きわめて特別かつユニークな挑戦的な脅威のテ
33）　Alabama Homeland Security Act of 2003, Ala. Code § 31-9A-3（2003）.
34）　WILLIAM C. NICHOLSON, HOMELAND SECURITY LAW AND POLICY 7-8（2005）. アラバマもワ
シントンも、異同はあるものの、テロの抑止、防御、準備、対応、回復の認識では共通し
ている。Id. at 8.
35）　Id. at 20.　そうした授業にはストレスの置き方から、緊急事態管理、軍志向の観
点、テロリズム及び安全保障コース、技術的特別コースの 4 類型があるとする。Id. 
at 16-18 .
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ロを明記することで」、連邦、州、自治体、さらに民間の包括的組織的努力を
意識することだとする。36）NS は敵と同盟国を意識した国家戦略的意義が強い。
HS は、そこで見落とされてきたアメリカ国土そのものへの危害対処を意識す
る。国防省の用語では、37）NS は、a 他国に対する軍事防衛上の優位、ｂ好まし
い外交的地位、c 内外の敵対あるいは破壊的行為に成功裏に対抗することがで
きる防衛上の姿勢、の 3 つを獲得する目的をもったアメリカの外交と国防の両
方にまたがる集合的な意義だとされる。HS については、2002 年戦略書とほぼ
同じ定義である。NS は外交や国防の作用で国家主権を保持する純然たる国家
作用としての観念であるのに対し、HS は国民生活を保護するのを第 1 義とし
て主に法執行あるいは警察作用による具体的な概念で、州さらに民間などを作
用主体に巻き込むとの感がある。
　国土防衛（Homeland defense（HD））の見出しもある。それは「大統領によ
って命じられるように、対外的脅威や侵略その他の脅威に対して、アメリカの
主権、領土、国内在住国民、重要インフラを保護すること」と定義される。
HS と HD は混同され重なる面もあるけれども、概念的には別である。HD が
外国軍隊の攻撃からの保護であり、HS は外国とか軍隊とかではなく、個人あ
るいは集団による攻撃からの保護を意味する。38）
　HD は国防省の管掌となるので、HS とは法的に明確に区別されねばならない。
36）　2002 Strategy, at 5.　ちなみに戦略書として、この HS の戦略書とは別に、国家安
全保障戦略書（National Security Strategy of the United States）がある。なお戦略と
してほかに、テロ闘争戦略（National Strategy for Combating Terrorism）、大量破壊
兵器闘争国家戦略（National Strategy to Combat Weapons of Mass Destruction）、サ
イバー保全国家戦略（National Strategy to Secure Cyberspace）、マネーロンダリン
グ戦略（National Money Laundering Strategy）、国防戦略（National Defense Strate-
gy）、麻薬統制戦略（National Drug Control Strategy）があるが、安全保障戦略と HS
戦略はこれらの基礎となり優越するとする。
37）　http://www.dtic.mil/doctrine/dod_dictionary/
38）　Documentary, at xxi-xxvi. また HS がむろん DHS などには reactive（事後対応）
の機関があるけれども、proactive（事前対応）を旨とすることにも着目している。
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この点、政府は次のように理解する。39）憲法で保障された自由を防御するため
に、テロを含むあらゆる暴力や脅威から国土は保全されていなければならない。
HS は最優先で全国家的努力を要する。国防省はそこで枢要な役割を果たす。
DHS と国防省の役割は区別される。「HS は国家レヴェルにおいてテロリスト
の脅威に特化する。国防省は HS のサポートに専念するのであって、その役割
は広範である」。なお、アメリカの軍隊は文民緊急事態に支援活動を行うこと
は法的にも明確で、国防省の任務としてあり（Military Support for Civil Au-
thorities）、北米総司令部（NORTHCOM）は大規模災害など HS に貢献する軍
の機関である。40）軍と法執行（警察）の境界は HS の出現でぼやけてきている
ように思われる。
　HS は NS に飲み込まれ、その一部であると認識できよう。一方で、HS が
NS の基本であるとも認識される。2015 年の国家安全保障戦略では、NS は、
「われわれの HS を強化して、アメリカ国民をテロ攻撃や自然災害から安全に
保つとともに、われわれの国家的レジリエンスを強化することを意味する」と
している。41）
　HS と HD、そして世界的なテロとの戦争には、対象や問題、課題が重なる
ので、DHS は国防省の HD 長官補佐、NORTHCOM（2002 年 10 月に創設され、
HD を任務とする）をはじめとする連邦機関と緊密に連携することになってい
る。諜報に関しては日常的に DNI（国家諜報長官）、FBI（連邦捜査局）、CIA
（中央情報局）その他の諜報共同体（IC）と連携し、また諜報分析次官（Under 
Secretary of Intelligence and Analysis）を通して、DHS は HS に関する諜報の
39）　Department of Defense, Homeland Security, Joint Publication 3-26 （Washington, 
DC: Department of Defense, August 2, 2005）, at v.　　国防省は対外的で DHS は国内
的との区別もある。Id. at vi.
40）　富井幸雄「アメリカにおける軍の警察活動の制約（一）－ Posse Comitatus 法の
意義」法学新報 111 巻 5・6 号 163 頁、平成 17 年、参照。
41）　Fact Sheet: The 2015 National Security Strategy, https://obamawhitehouse.ar-
chives.gov/the-press-office/2015/02/06/fact-sheet-2015-national-security-strategy
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収集、分析、共有を行っている。42）
　HS に 7 つの概念を提示するものがある（Bellavita）。43）それは理念型（M. 
Weber）ともいうべきもので、①テロ、②すべての危険、③すべての危険は考
えられるすべての危険を含まない、④テロとカタストロフィー、⑤管轄を持っ
た危険（jurisdictional）、⑥大量危険、⑦安全保障、の 7 つのことにかかわる
とする。そして、単一の定義は望ましいけれども、それを受け取る人の組織や
職業や意識によって変わりうるとする。消防や危機管理担当者はすべての危険
ととらえるし、警察はテロととらえるといった具合である。44）
　HS は DHS の所掌にひきずられて、形式的に理解される向きもあるようだ。
政府が DHS を創設したのには明確な目的があったからであり、それまでの執
行権にない組織と任務の必要性を認識したからである。これを探ることで HS
の概念の考察を掘り下げていこう。
3　国土安全保障の責務の認識と国土安全保障省の創設
（1）イニシアティブ
　HS が人口に膾炙するようになったのは、9・11 を契機とする。ブッシュ 43
42）　Whittaker, Alan G., Brown, Shannon A., Smith, Frederick C., & McKune, Elizabeth 
（2011）. The National Security Policy Process:  The National Security Council and In-
teragency System （Research Report, August 15, 2011, Annual Update）.  Washington, 
D.C.: Industrial College of the Armed Forces, National Defense University, U.S. Depart-
ment of Defense. at 63.
43）　Christopher Bellavita, Homeland Security: What is Homeland Security? 4 HOME-
LAND SEC. AFFAIRS, NO.2（2008）, at 1.　この概念では HS は「機械のタイプである。機
能を発揮するために特定の方法で連結されたパーツからなる。HS を共通に定義する
とすれば、その機会を効果的効率的に動かすようにさせたい人々の行動の指針であ
ろう」。Id. at 2.
44）　Id. at 20-21.　HS を生態学（ecological）的にとらえて、「不断に変転する社会構
成（construction）であり、社会のプロセスによって形成された現実」であるとする。
Id. at 22.
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（43 代大統領で息子の方）は 9・11 直後に大統領府に大統領令（EO）で OHS
を創設、翌年これを制定法（HSA）によって省（DHS）に再編させた。その目
的は、アメリカをより安全にさせるために、効率的かつ効果的にテロに対処し、
そのために HS にかかわる既存の断片的な機関を、HS を主任務とする 1 つの
省に統合させることにある。45）DHS の構成は、①国境交通の安全保障、②緊
急事態対処（Emergency Preparedness and Response）、③化学、生物、放射能
および核への対応措置、④情報分析とインフラ保護、である。中枢的な要素と
しては、州自治体政府及び民間との調整、シークレット・サービス、ホワイト
ハ ウ ス 国 土 安 全 保 障 局 と 国 土 安 全 保 障 会 議（Homeland Security Council
（HSC））、その他の機能、が挙げられる。DHS の主任務は、国内のテロ攻撃の
予防、テロへの脆弱性の軽減、発生する攻撃からのダメージを最小化し回復さ
せること、である。DHS 創設後も他の連邦機関と任務や職務が重なるのは否
定されず、例えばテロ予防では法務省や FBI が所轄の官庁である。
　ここで留意したいのは、DHS 創設は、なによりも 9・11 の再発を防ぎ、そ
の脅威を除去し、それから回復させるとの気概と焦燥のなかでなされたのであ
って、攻撃から国民を守るための包括的な計画を発展させるための体制づくり
では必ずしもなかったことである。これは統制の任を負う議会についても同様
である。DHS で執行権の機関の統合はされたものの、議会の管轄の委員会は
従来通り縦割りで、議会に国土安全保障委員会が設置されるまでそうであった。46）
45）　President George W. Bush, The Department of Homeland Security, June 2002.
46）　Jessica R. Herrera-Flanigan, Homeland Security: An Inside Perspective of the 
Last Seven Years and a Look Ahead, in Whitley, supra note 17 at 6, 10-12.　議会は、
執行権が DHS を創設することには賛成であったが、その統制のための HS に関する
委員会をすぐに設けることはなく、議会が HS に対する包括的な監視機能を発展さ
せるのを妨げた。下院で暫定の HS 委員会が常任委員会となったのは 2005 年 1 月 4
日の表決によってである。その管轄は「HS 政策全体」であり、国境や港の安全（移
民や非国境警察を除く）、税関（関税を除く）、HS 情報の統合、分析、普及、テロの
国内的準備と対応、HS 研究、運輸安全である。上院は統治委員会（Committee on 
Governmental Affairs）を HS 及び統治委員会に変更させた。Id. at 14-15.　9/11 委員
会は議会の監視機能の強化として HS に特化した委員会の設置を提言していた。
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　アメリカ人、そしてわれわれも、HS といえば 9・11 にはじまる国家政策と
考えるであろう。ただ、こうした対テロの包括的対応という政府の発想は、
9・11 以前から存在した。1995 年の上院軍事委員会での報告に国土という用
語はお目見えし、じきに国土防衛とか国土保護となり、アメリカ国土への攻撃
での回復及び危機管理として、国防省が HS を意識するようになる。93 年には、
世界防衛センタービルのテロを受けて、クリントンは NSC に国内テロの調査
を諮問し、95 年のオクラホマ連邦ビル爆破テロでは法務省に国内テロへの脆
弱性の調査を指示している。冷戦の終わりを受けて、議会の Gilmore 委員会
（大量破壊兵器を含む国内テロ対応能力評価諮問部会）やアメリカ安全保障委
員会（U.S. Commission on National Security）は、激化するテロを意識して HS
を語っている。
　HS の発想はテロ対処であったし、基本的にそれだけとも言えよう。これは、
DHS に移転された FEMA が、DHS 創設時にはそれほど重視されなかったこと
からもうなずける。47）2005 年のハリケーン・カトリーナはこれに反省をもた
らし、災害を含む全危機対応型（all-hazards approach）へと意識が変わってい
く。同年、ブッシュ 43 が DHS 次官に任じた第 3 控訴裁判所判事の Michael 
Chertoff は、いわゆる「第 2 段階での評価（Second Stage Review（2SR））」の
なかで、以下の 6 点のアジェンダを出している。48）①カタストロフに特化した
準備の増強②国境安全と内務警察と移民手続改革の強化③移動性を犠牲にする
ことなき運輸安全の確立④州、自治体、部族政府や民間との情報交換の向上⑤
より強固な財政人的資源、調達、情報技術管理への DHS 奉仕（stewardship）
是正⑥任務発揮の最大化のための DHS 組織再編、である。とはいえ、やはり
THOMAS H. KEAN, CHAIR AND LEE H. HAMILTON, VICE CHAIR, WITH REPORTING AND ANALYSIS BY THE 
NEW YORK TIMES, THE 9/11 REPORT: THE NATIONAL COMMISSION ON TERRORIST ATTACKS UPON THE 
UNITED STATES 599（2004）.  Hereinafter cite as ‘Report’. 
47）　富井、前掲（18）論文、参照。
48）　Herrera-Flanigan, supra note 46 at 15-16.　2SR には賛否両論があって、議会で
もまれることとなるけれども、8 月 29 日のカトリーナ台風で議論の完結を見ること
はなく、それが政府に対する不信を生んだ。
都法 58 巻 2 号（2018 年 1 月） 95
最大の脅威はテロである。それが時代とともに脅威を増しその態様が複雑化し
ていくとともに、HS の機能的にカバーする領域が拡大していっているのであ
る。
　2014 年の 4 年次報告書では、これを発行する義務が新たな対処事象を認識
することから任務を見直す意義もあって、脅威の環境の変化を的確に認識する。
DHS の関心はもとよりテロの抑止である。
（2）国家機関の再編と成熟
　テロをはじめ大規模災害やパンデミックなど、アメリカ本土に対する脅威が
定まれば、特にテロ攻撃から国土を守ることができるかの実効性は、連邦政府
機関がどのように組織されるかにかかっている。49）DHS は 9・11 直前に構想
されていた。ゲーリー・ハートとウォーレン・ラドマン（Rudman）の両上院
議員が委員長の 21 世紀国家安全保障委員会は、FEMA と税関と沿岸警備隊と
国境警備をあわせた HS 庁を提言し、国内テロと災害への対応を 1 つの独立し
た機関に統合し、大統領府に調整機関を置くことを企図した。50）21 世紀の主
たる安全保障の任務は「アメリカ本土の安全（security of the American home-
land）」だとし、FEMA、税関局、国境警備、沿岸警備を 1 つの新しい機関に
統合させることを提案した。51）2001 年初めに下院議員 Mac Thornberry がその
立法化のための法案を提出したが、それを審議するまでもなく、新大統領ブッ
49）　MICHAEL E. O’HANLON, PETER R. ORSZAG, IVO H. DAALDER, I.M. DESTLER, DAVID L. GUNTER, 
ROBERT E. LITAN AND JAMES B. STEINBERG, PROTECTING THE AMERICAN HOMELAND: A PRELIMINARY 
ANALYSIS 99（2002）.
50）　U.S. Commission on National Security/21st Century, “Road Map for National Secu-
rity: Imperative for Change,” Jan. 31, 2001. http://www.cfr.org/pdf/Hart-Rudman3/pdf.
　すなわち、以下の 3 つの Directorate（長官部）、国境保全監視の予防長官（Preven-
tion）、サイバーセキュリティと大統領令 63 号の履行を監視するための重要インフ
ラ保護長官、FEMA を再編した緊急事態準備対応長官、からなる機関を想定した。
Id. at 17.
51）　Id. at 4.
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シュ 43 によって、HS の機関が創設されたことになる。52）HS のための連邦政
府機関の構想は大統領も議会も共有していたといえよう。
　DHS は 2002 年 11 月 25 日に創設され、機関の移転や統合などで 2003 年 3
月から機動し始める。機関再編が完成したのは同年 9 月 30 日である。22 の機
関を持ち、以下のような主に 4 つの Directorates（長官部）と 2 つの独立機関
（stand-alone agencies）、沿岸警備隊諜報部（the Coast Guard and the Secret 
Service）と政策管理部局（Office of Policy, Directorate for Management）が加
わる。53）Law Enforcement Training Center（法執行研修センター）が創設され、
IAIP の諜報部門では Office of Intelligence and Analysis（諜報分析局）がある。
長官部 主要機関 目的
国境交通保全部（Border 
and Transportation Securi-
ty）
税関国境保護局、移民関
税執行局、交通安全管理
局
国境と交通システムの保
全、移民法の執行
緊急準備対応部（Emergen-
cy Preparedness and Re-
sponse）
連邦緊急管理庁 連邦準備対応戦略を組織
建て執行し監視すること
によってカタストロフか
ら保護する
科学技術部（Science and 
Technology）
国家実験局（Office of Na-
tional Laboratories）、国土
安全実験局、国土安全保
障先端研究局
国土安全保障に関する研
究展開、警察のための科
学技術資源、カタストロ
フやテロとの戦い
情報分析インフラ保護部
（Information Analysis and 
Infrastructure Protection 
（IAIP））
国土安全保障作戦センタ
ー
IAIP 事務局
永続的脆弱性アセスメン
ト、連邦・州・自治体・
民間・海外のパートナー
への情報の拡散、重要イ
ンフラの保護
52）　この経緯について、See, Herrera-Flanigan, supra note 46 at 3, 5-8.
53）　CHRISTOS BOUKALAS, HOMELAND SECURITY, ITS LAW AND ITS STATE 121（2016）.
都法 58 巻 2 号（2018 年 1 月） 97
独立型機関 沿岸警備隊、シークレッ
ト・サービス
入国拒否と違法移民の強
制退去、国境保護、要人
保護
　HS および DHS、そして連邦政府再編には、2004 年 7 月 22 日に出された
9・11 報告書が大きく影響している（Report）。この再編は報告書の提言をす
べて満たすものではないけれども（9・11 報告書の提言は、議会も執行権もそ
のすべてを受け入れるものにはならなかった）、HS には重要な文書である。
9・11 を客観的に検証し、その再発を防ぐために安全保障はどうあるべきかの
提言を行っている。その最後の章（第 13 章）は、それまで検討してきたテロ
の実態や冷戦構造から抜け切れていない安全保障認識を反省して、テロにどう
対処していくかの処方箋を示し、「政府組織化の別手法（A different way of or-
ganizing the Government）」と題して、5 点を提言する。54）第 1 が、新設の対テ
ロ国家センター（National Counterterrorism Center（NCTC））に、分割されて
いる国内外にわたるイスラム・テロリストに対する戦略インテリジェンスと作
戦計画を一元化させることである。55）第 2 が、IC を新設の国家諜報長官（DNI）
に一元化させることである。第 3 が、伝統的政府機能とされるネットワークベ
54）　Report, at 571.　ここでインテリジェンス共同体（IC）は本報告書では以下の機
関から構成される。Id. at 581.　①中央諜報長官局（事務担当次官局、事務担当員、
テロ脅威諜報センター、国家諜報会議、その他事務局）② CIA（人的収集、全手段
による収集、先端科学技術を遂行）③国家諜報機関（A 国家安全保障局（信号によ
る収集分析遂行）、B 国家地理空間諜報局（虚数収集分析遂行）C 国家偵察局（諜報
のための空間利用システムを展開打ち上げ）D その他国家偵察プログラム）④省内
諜報機関（A 国防省国防諜報庁（DIA）B 陸海空海兵の諜報部 C 国務省諜報調査部
（INR）D 財務省テロ財務諜報部 E 法務省 FBI 対テロ対諜報及び諜報局 F エネルギー
省諜報局 G 国土安全保障省の沿岸警備隊諜報官と情報分析インフラ保護官）。
55）　2003 年 1 月、ブッシュ 43 が FBI、CIA、OHS 局、国防省の諜報機関で寄せ集め
たテロリスト脅威統合センター（Terrorist Threat Integration Center （TTIC））が創
設される。Report を受けて、2004 年に NCTC が TTIC を吸収する形で創設される。
NCTC は、脅威の分析、情報共有、国家諜報の管理、戦略的作戦計画、同一確認管
理 の 5 つ の 主 任 務 を 有 す る。https://www.dni.gov/files/NCTC/documents/features_
documents/NCTC-At-a-Glance_2017.pdf
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ースの情報共有システムに、対テロの努力と知識に参画する者を一元化させる
ことである。第 4 が、質とアカウンタビリティの向上のために議会の統制を一
元化し強化することである。第 5 が、FBI と本土防衛の要員を強化することで
ある。
　報告書は最後に「アメリカの防衛の編成」と題して、56）FBI はアメリカの
MI5（イギリスの諜報機関）たれとし、FBI が持っている資源とノウハウを、
CIA（従来通りの任で良し）を巻き込んで諜報に活用せよと提言している。
FBI は全米に支分部局（field office）を設けており、法に基づいた諜報活動は
得意とするところである。文民と軍の垣根を越えて、統合体制を目指している
ように思われる。自国の防衛は、第 1 には国防省の任であり、第 2 に DHS で
あり、それぞれの責任と権限には明確な輪郭がなければならないとする。その
うえで NORAD（北米航空宇宙防衛司令部）に着目し、アメリカ国内の防衛の
任を前提にして、国防省とその監視委員会は、アメリカ本土への軍事的脅威か
ら防衛する NORAD の戦略と計画を定期的に評価しなければならないとする。
DHS は、アメリカの国境と、多くが民間の手にあるインフラを保全する任の
ある国内機関すべてを調整して、保護されるべき運輸、エネルギー、交信、財
政その他の仕組みの要素を確認すべきとする。さらに DHS とその監視委員会
は、（a）アメリカの重要インフラを守るために政府の計画の適切性と進捗状況
と、（b）アメリカが直面する脅威に応答する政府の準備、を決めるために、国
家が直面する脅威のタイプを定期的に評価すべきとする。
　DHS の再編と組織化は 4 つの特徴を有するといえよう。第 1 に大規模化で
ある。第 2 に、連邦主導ではあるけれども、HS に州や自治体、民間セクター
を巻き込んだことである。第 3 に、それは市民レベルにまで及んでいることで
ある。それには市民に対する教育という要素も含まれている。第 4 に、DHS
そのものをみると、対テロが根底にあることから、諜報や監視の機能が重視さ
れていることである。
56）　Report, at 601-608.
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　「HS はそのまさにその性質から高度に分権化された活動であって、成功は活
動の外刃（outer edge）で良き決定をなす個人がどれだけ多くいるか（multi-
tude）にかかっているものなのである」。57）HS はテロで強く意識されたものの、
国土への脅威を対象とするので、それがさまざまであり、対応官庁も多様であ
ることから、責任が拡散するという本質を有している。
　DHS は HS を一気に引き受ける単一官庁（single agency）で、テロリスト攻
撃を予防し、その攻撃から防御し、対応するためのリード官庁（lead agency）
になっている。こうしたリード官庁アプローチの系譜は、1995 年クリントン
が出した大統領決定通達（PDD）39 で国内テロのリード官庁を法務省とした
ことに発する。もっとも、HS の組織化には省庁を横断する調整のアプローチ
もあり、HS の多様な局面の多様な官庁を調整しチームとして一緒に機能させ
るもので、大統領府に OHS を創設したケースがこれにあたる。58）OHS はテロ
を予防し、その攻撃の防御、対応のために 4 つの機能を効率的に果たすのを使
命とした。59）第 1 に、その長官に就任したリッジ（T.Ridge）とそのスタッフは、
縦割りで行動する連邦機関をそれらが効率的に機動するように連結させること
である。第 2 に、OHS は戦略的命令を提供する第 1 次責任者である。第 3 に、
その戦略を実行するのに必要な資源を確保させることである。第 4 に、リッジ
はできるだけ迅速かつ効率的に政府が対応するのを確保するために、いかなる
危機もマネージする責めを負っていることである。
　OHS から DHS への格上げで、議会の制定法（HSA）によって HS の主務官
57）　O’HANLON ET ALS., supra note 49 at 100.
58）　Id. at 104-115.
59）　Id. at 109.　同書は OHS から DHS 創設にかけて HS のあり方を検討したもので、
その主眼として 4 つの層（tier）を提言している。1 つ目は外周防衛（perimeter de-
fense）で、危険な人物を国内に入れないことである。2 つ目は国内での予防であり、
テロリストを国内で自由に活動させないことである。3 つ目は重要目標物の保護で、
多数の被害者や深刻な経済危害をもたらすリスクを負っているサイトを保護するこ
とである。4 つ目は結果管理であり、次の攻撃からの危険を減らすことである。Id. 
at 126-130.
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庁が創設された。予防の観点からは国境や沿岸警備の機関が、保護の観点から
は重要施設確保局（Critical Infrastructure Assurance Office（CIAO））などが、
対応の観点から FEMA などが、編入、あるいは創設されたのは今見たとおり
である。ただ、DHS はそもそも独立した機関が寄せ集められた組織だとの感
は拭えない。60）それがまた HS の概念をあいまいにし、またアメーバ状に DHS
が拡大していくのを許容する素地になっているともいえる。
（3）DHS解体論
　DHS は 22 の連邦政府の機関を統合して、国防省を除き連邦執行権で最大の
省となり、立ち上げの予算は 370 億ドルで、20 万以上の職員を擁する。こう
した寄せ集めの合同（merger）で果たして安全保障の政策を効率的に執行で
きるのか、所掌は明確なのか、いたずらに巨大な官僚機構を作ったにすぎない
のではないか、との批判を呼ぶ。61）
　現在のトランプ政権は 2018 年度予算で DHS に 440 億ドルを要求しており、
2017 年度の 424 億 1 千万ドルから 3.8％増加している。62）2003 年会計年度か
ら 2015 年度までアメリカ領内のテロに対抗するという意義での HS には、政
府全体で 8070 億ドルが拠出されている（最高は 2009 年度の 738 億ドル）。
DHS 予算は DHS 内の構成部ごとに振り分けられ、また毎年度の予算の 3 分の
2 から 4 分の 3 ほどが裁量的歳出（discretionary appropriations）である。そ
60）　「そのモデルである国防省と同様に、DHS はいくつかのほとんど独立した組織を
1 つにさせるマネジメントの装置である。その主要な機能はこれら補助的な機関に
よって遂行される」。Friedman, supra note 5 at 93.
61）　こうした合同（merger）は HS に明確に関連する法の使命にも逆効果であって、
新機関を創設するかどうか、その所掌や規模をどうするか、それに対する議会の管
轄をどうするかといった決定は、意義のある規範的関心によって導かれたとは言え
ない。Cohen et als., supra note 8 at 679.
62）　William L. Painter, Department of Homeland Security Appropriations: FY2018, 
CRS REP. R44927, AUG. 22, 2017. 予算についてはこのほかに、以下に依拠する。DHS 
Budget v. DHS Appropriations: Fact Sheet, CRS REP. R44052, June 23, 2017; Select-
ed Homeland Security Issues in the 115th Congress, CRS REP. R44847, May 11, 2017.
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れは災害救援などに割りふられるのをもくろんでいるが、1990 年の予算執行
法（Budget Enforcement Act）は、この支出を毎年の歳出法で規定された予算
権限とそれに基づく支出とし、権利付与の歳出は排除している。義務的支出
（mandatory spending）は法律によって毎年支出することが義務付けられたも
ので、DHS では沿岸警備隊員の退職金がその例である。2017 年度歳出は、省
の管理と運用、保全・執行・捜査、保護・準備・対応・復旧、研究と発展・研
修・福利厚生（services）、雑則の 6 章建てとなっている。
　ジャイアントな官僚機構となった DHS は無駄が多すぎて効率が悪いとして、
これを解体しより実践的な機関に再編されるべきとの批判がある（CATO 研究
所）。63）DHS はいわば烏合の衆で、関連のない安全保障上の責務を一緒くたに
することで、とてつもないミスをしたというのだ。それには災害支援など補助
金を交付する事業も含まれている。連邦議会議員の株を上げ、HS 関係の組織
をより官僚的にするだけの成果しかもたらさず、人口密度やインフラ、その他
潜在的危機の評価をしない予算は浪費としか言いようがない。また、航空の安
全は不評である。9・11 以前、空港や航空機の安全のためのスクリーニングは
空港や航空会社の責任であった。しかし、航空交通安全法が制定されて、航空
安全局（Transportation Security Administration（TSA））が創設され、それが
連邦の責任とされて、連邦航空警察官が増え、また、スクリーンにあたる連邦
職員が 2 万人から 4 万 8 千人に増加した。高度なイメージ技術で、空港での
ボディ・スキャナーは旅行者の服の下まで見ることができる。これは対テロ目
的であるにもかかわらず、テロ以外の犯罪やプライバシーなど不合理な捜索と
なり、違憲の疑いが生じうる。
　DHS 解体論は、HS の政策が対テロに効果があるか、特に費用対効果の観点
からどうか、無用な人権侵害を提起していないか、より少ない公的資金でより
効果的な HS 政策がほかにあるか、DHS の人員や予算は過剰ではないか、とい
63）　David Rittgers, Abolish the Department of Homeland Security, POLICY ANALYSIS
（Cato Inst.）, No. 683, Sep. 11, 2011.
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った行政評価の問題である。この判断は困難で、脅威が増せば組織や権限は大
きくなるのであって、HS や DHS の任務が脅威や危険に対して費用ばかりかか
って効果は薄いかどうかは、不断に検証されねばなるまい。
（4）国土安全保障政策決定過程 64）
　HS はテロや災害といった緊急事態を対象とするから、膨大な情報の収集と
その的確な分析に基づく迅速な決定と、指揮命令の一元化を要する。諜報に関
しては統合テロタスクフォース（Joint Terrorism Task Forces（JTTFs））、連邦、
州、自治体、そして民間の連携には国土安全保障作戦センター（Homeland 
Security Operation Center）が迅速性を担保させ、全国対応計画（National Re-
sponse Plan（NRP））同様、テンプレートの指揮系統を有する。DHS の寄せ集
め的側面は JTTFs にもみられる。国内のテロに関する諜報は FBI を含め多く
の機関でなされているけれども、DHS はそれらを共有し調整する任を負って
いる。JTTFs はまさにその核となる機関であり、連邦のみならず多くは自治体
レベルや地方の提携センターからの情報を得るけれども、かくも複雑な DHS
機構でどのようにこれをこなすのか、不案内だとの批判もある。65）
　HS は連邦（国家）の責務であるから、大統領の指示や決定がその執行の核
となる。それが迅速かつ的確になされることが肝心である。さらに、HS は情
報収集も含めて、州や自治体、さらに民間との連携が重要であり、その調整が
HS の政策決定やその執行の鍵となる。そのプロセスは大統領府での HSC と、
専門特化した執行権の付属機関での調整（sub-cabinet coordination）にある。
　HS の対象とする事態のほとんどは、第一次的には州レヴェルで対応する。
FEMA は、 全 国 事 故 管 理 シ ス テ ム（National Incident Management System
（NIMS））の実施と訓練のため、10 の地域局を有している。NIMS は、連邦、州、
64）　本節は以下に依拠する。BAKER, supra note 13 at 246-260.　Baker は、このプロセ
スは友人関係などの個人的関係といったときに donut diplomacy といわれる非定型
のプロセスにも依拠するとしている。
65）　MARK M. LOWENTHAL, INTELLIGENCE: FROM SECRETS TO POLICY 58, 405（7th ed. 2017）. 
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自治体のレヴェルで NRP を実行するための詳細な努力である。連邦はそれが
州の能力の手に余る場合、ソフト及びハードの面で支援する。もっとも、テロ
には連邦が中心となって、第一次対応者となる州の機関に訓練等の支援を行っ
ており、対テロは国家的プロジェクトになっている。
　州や自治体との連携を図る責任は DHS 長官にあり、DHS にはそのための機
関として州及び自治体政府調整局（Office of State and Local Government Coor-
dination）が設置されている。諜報に関しては、FBI は 56 の支分部局などとと
もに全国に JTTFs を創設している（2006 年時点では 101）のはすでに見た。
またテロリスト警報ネットワーク（Terrorist Alert Network）の一部として、
DHS は情報を州や自治体の警察機関に通報する。自治体の警察は、全国犯罪
情報センター（National Crime Information Center）を含む警察のネットワー
クの通常のチャンネルで連邦警察機関とコネクトできる。州は HS 情報を共有
できる地域の連合局を有している。
　HS は執行権の作用であり、大統領の権限であって、HS に関する決定や執
行の責めは大統領にある。9・11 直後の 10 月 8 日、ブッシュ 43 は EO13228
で HSC を創設した。HSC は、HS に関して大統領に助言するとともに、連邦
機関を調整する。NSC とかぶるメンバーに加えて FEMA 長官など 12 人を
HSC の構成員とし、大統領の直近のスタッフ 5 人も HSC へ招聘されるものと
した。NSC とは別に HSC が創設され、HS のプロセスが NS のプロセスと別建
てとされたのである。EO13228 は、HS に専念する一元化された固有のスタッ
フ機構を形成したのである。
　2002 年制定の HSA は HSC に制定法の根拠を与えた。HSC は、執行権の文
民の長が管掌する、大統領府内に設置された大統領への助言機関であり、HS
に関して、目的とコミットメントとアメリカへのリスクを評価し、政策を審査
し、連邦の HS に関する政策や職務をより効率的に調整するために、大統領が
命じた職務を遂行する（§494）。
　DHS と HSC の創設は、それまでは安全保障の大統領の意思決定プロセスで
省庁横断的な調整機関は国家安全保障会議（NSC）のみであったことから、新
国土安全保障の概念―法的考察―104
たな安全保障の視点と責任の分野を形成し、外国人のみでなく国内のテロリス
トからの脅威も意識されて、テロとの戦争が安全保障の核とされるようになる。
これは、NS と区別される HS を構成するのは何か、NSC と HSC のメンバーの
オーバーラップと分断、そして国家政策形成の考慮に州や自治体を巻き込んで
いるといった、新たな議論を提起した。66）
　トランプは大統領就任早々の 2017 年 1 月 28 日、国家安全保障大統領メモ
を出し、大統領の助言補佐機関として、NSC と HSC と補佐スタッフ（国家安
全保障大統領補佐官と国土安全対テロ大統領補佐官。NSC と HSC のアジェン
ダを大統領の指示に基づき設定）と、NSC と HSC 両方に仕える単独の文民の
執行長官（Executive Secretary）を大統領府に置くとした。67）さらに安全保障
政策を考える横断的な閣僚会議として、長官委員会（Principals Committee
（PC））を存続させる。これは安全保障補佐官と国土安全保障補佐官が招集、
主宰する。同様に、次官委員会（Deputies Committee）、政策調整委員会（Poli-
cy Coordination Committee）を置く。これら委員会すべてに、大統領及び副大
統領は出席できる。
　オバマは HSPD（国土安全保障大統領通達）-1 で HSC のメンバーを以下の
ように指定した。大統領、副大統領、DHS 長官、財務長官、国防長官、法務
長官、厚生（Health and Human Services）長官、運輸長官、FBI 長官、国家諜
報長、OMB（行政管理予算局）長、HS 対テロ大統領補佐官、大統領首席補佐
官、副大統領首席補佐官。安全保障補佐官と大統領顧問はすべての HSC 会議
に招聘される。常任メンバーでは NSC のうちの 11 人が HSC のメンバーとな
る。国務長官は HSC の常任メンバーではないが、ブッシュ 43 政権では統合参
謀本部（Joint Chiefs of Staff）とともに出席していた。68）
　NS の定義は一義的ではなく、NS を主任務とする国防省の所掌事務と DHS
66）　Whittaker et als., supra note 42 at 10-11.
67）　National Security Presidential Memorandum-2, The White House, Jan. 28, 2017.　
これは NSC と HSC の組織に関する既存の大統領指針に優越するものである。
68）　Whittaker at als, supra note 42 at 21-22.
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はかなりかぶる。さらに NSC と HSC もかぶさる。69）HSC は 2001 年 2 月に出
された HSPD-1 に源を発するが、メンバーもプロセスも NSC に似せたもので
ある。NSC と同様に、省庁統合調整の機能が期待される機関となる。
　オバマは、HSC を「テロや大量破壊兵器や自然災害やパンデミック・イン
フルエンザといった国土の安全保障に影響を与える問題について省庁横断的な
（interagency）議論の主要な場」ととらえた。HSC はまた、上級安全保障顧問
や大統領顧問とともに、HS 政策事項を審査する大統領の主たるフォーラムと
して機能する。HSC は大統領の指示で会合が持たれるけれども、オバマは
NSC（週 1 ペース）ほど頻繁には招集しなかった。HSC の部会には、長官委
員会（HSC/PC）と次官委員会（HSC/DC）があり、オバマ政権ではともに安全
保障スタッフのもとで運営された HSC/DC は、HSC/PC が適切に、かつ省庁横
断的に分析しているか、行動のための準備は整っているかを審査する。その下
に省庁間政策調整委員会（Interagency Policy Coordination Committees（IPCs））
が置かれる。各省庁の次官補レヴェルで構成され、ほぼ週 1 回のペースで会合
が持たれ、省庁横断的に議論を行い、上級部会に進言する。70）
　NSC 同様、HSC は大統領府に置かれ（§491）、HS に関して大統領に助言す
る（§492）。大統領、副大統領、DHS、法務長官、国防長官、そのほか大統
領が指名した者がメンバーで、統合参謀本部が首席軍事顧問として会議に参加
できる（§493）。NSC のメンバーと似ているが、NSC のメンバーでない者が
HSC には存在する。両者の関係については、合同の会議を大統領は開くこと
ができる（§496）と規定するだけである。
　オバマは最初の大統領研究命令で NSC と HSC はその同一性に鑑みて、概念
69）　「HSC は不必要な創設であった。NSC はすでに HSC や DHS にこれまで授権され
てきた仕事のすべてを処理する能力と責任を有していたのだ」。Rittgers, supra note 
63 at 2.
70）　Id. at 22.　ちなみにブッシュ 43 政権では、IPCs でカバーした領域は、Biode-
fense（細菌防衛）、国境交通の安全、通信システムとサイバーセキュリティ、持続性、
重要インフラ防御、国内核防衛、国内緊急事態準備、情報共有、海上安全保障、国
家安全保障職の発展、である。Id. at 22-23.
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的にも機能的にも別々ではなく一緒にすべきと提言した。71）これは、両者がそ
のメンバーを含めて酷似していることと、HS は安全保障の一部であるとの認
識から、HSC は NSC に統合されるのを示唆するものである。これを検討した
タスクフォースは、「連邦政府はどうすれば HS でその役割を最善にマネージ
できるか、また官邸のスタッフの役割は何たるべきか」の問題を設定して、こ
れを考察している。72）このタスクフォースの分析で、HSC が統合されるべき
かの議論を見ておこう。
　HSC は独立したままであるべきとの議論は、なによりも HS が伝統的な安全
保障とは異なる要素を持ち、独自性が認められることが強調される。安全保障
（NSC マター）は伝統的に連邦からトップダウンの、外国や国防に限定された
大統領への助言である一方、HS は国内事項であり、州や自治体との連携を必
須とするボトムアップである。統合すべきとの議論は、HSC と NSC は目的、
任務、組織が共通であることを強調する。ともに現代の安全保障の挑戦に焦点
を合わせ、政策の発展、調整、履行の確保に責めを負う。オーバーラップがは
なはだしく、壁を設ければ混乱をもたらすとする。
　HSC の意義は調整であって、従来通り HSC は重要であるとする。それは縦
割りの連邦機関にあって横断的に予算をまとめ、さらに州や自治体と連携する。
専門的スタッフや政治任用や官僚のスタッフも充実している。かかる機能は
DHS 長官にも認められており、DHS は HS のリード官庁であるけれども、
DHS との特に情報の交換によって大統領府の HS の機能を高めるのであって、
それが調整力（capacity to coordinate）なのだとし、それで大統領に正しい助
言ができるようになるとする。
71）　“Organizing for Homeland Security and Counterterrorism,” Presidential Study Di-
rective-1, The White House, Feb. 23, 2009.  国土安全保障対テロ大統領補佐官に、国
土安全保障のうち対テロの官邸組織再編の方法を機関横断的にレヴューするよう指
示するものである。
72）　The Homeland Security Council: Considerations for the Future, Homeland Security 
Policy Institute Task Force Report, Apr. 2009.
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　タスクフォースは大統領に正しい決断をし、時宜にかなったやり方で効率的
にそれが執行されるのを確保するのが第 1 義だとする。PPD1 の意図するよう
に HSC が NSC に吸収されるとしても、HS 補佐官はパンデミックとか大規模
災害とかの NSC 所掌外の事項を扱い、安全保障次席補佐官と位置づけること
になるとする。その結果、彼（女）は安全保障補佐官の同意がなければ HSC/
PC を主宰できない。一方 HS 助言者（DHS 長官）は、彼（女）の助言がなけ
れば機能しないのであり、HS 事項を NSC スタッフに任せるようになる過程で
は相当の困難が予想される。DHS 長官は、リーダーシップ、判断、信頼とい
った質はバランスをとって効率的に調整し、大統領の政策を執行するのだとし
ている。
　オバマは 2014 年 2 月 10 日、EO を出して HSC のスタッフを NSC のスタッ
フに統合させ、NS のスタッフを NSC スタッフとし、1947 年の NSA 制定当時
の命名に戻すことにした。73）NSC と HSC は国家安全保障顧問（Adviser）が統
率する単一の国家安全保障スタッフ（National Security Staff）によってサポー
トされるとしたのである。その趣旨は、国内と国外で安全保障を 2 分して大統
領を補佐するしくみを改め、両者がリンクした包括的総合的な安全保障の助言
を行うようにすることにある。安全保障で一括させて大統領の安全保障補佐チ
ームが一元的に補佐するシステムにした。NS と HS で国際と国内とで 2 分す
る思考をしないで、グローバルなコンテキストでみようとするのである。安全
保障問題がバランスのとれた統合されたやり方でなされることにあるとの評価
もある。74）ただこれで安全保障に関する調整の問題は解決されたのではなく、
州や自治体、民間とのいわば垂直的調整（vertical coordination）は本質的に不
73）　Executive Order, “Changing the Name of the National Security Staff to the National 
Security Council Staff”, https://obamawhitehouse.archives.gov/the-press-of-
fice/2014/02/10/executive-order-changing-name-national-security-staff-national-securi-
ty-
74）　Baker McNeill and Jay Carafano, President Should Merge Homeland Security 
Council with NSC, Heritage Foundation, Web Memo, No. 2390, Apr. 9, 2009.
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可欠である。75）
　法律上は先に見たように HSC は残っている。また、この改変は EO である
ので、トランプも含めてその後大統領が HSC をどう扱うかは、大統領府の組
織は EO でいじれるから、不明である。トランプは現時点では手を加えていな
い。
（5）小括
　HS は反テロの責務を核として、周辺的に市民生活を守る、主にインフラ、
そして最近ではサイバー防衛に主軸を置く。さらに、DHS という HS に特化し
たリード官庁を創設し、その中に諜報や移民などの担当機関を統合させたのは、
これまで HS に関連する職務をさまざまな機関で個別に処理してきた縦割りの
弊を除去して、HS という包括的総合的な執行機能を発揮させるようとの狙い
がある。
　政治学的コンテキストでの HS の理解がある（Boukalas）。76）政治を集団的
仕事、つまり、「社会における個人の生活を支配する規範を生産し、方向づけ
と一貫性の観点から社会にあたえる意味と世界観を創造し、社会化と相互作用
の形式とメカニズムを解釈し、集団的活動への目標を設定し、それの達成に動
員される資源と方法と手段を決定すること」（p.11）ととらえる。そのうえで、
DHS の創設とその核となる HS は、主体であるわれわれ（we）を大統領をは
じめとする権力機関とし、敵をテロリストとすること（シュミット的）で、国
家観や国民と国家の関係を変化させ、法や国家の概念も新規に定義する包括的
政治プロジェクトであるとする（p. 58）。FBI が新たにテロのための諜報機関
75）　Paul N. Stockton, Beyond the HSC/NSC Merger: Integrating States and Locali-
ties into Homeland Security Policymaking, 5 HOMELAND SEC. AFFAIRS 1 （2009）.
76）　BOUKALAS, supra note 53.　彼は HS に対する州や国民の反対運動や決議に着目し、
それが強化された執行権による国民の監視や反対運動の規制に向けられたものであ
るとしたうえで、HS は結局国民の安全保障ではなく、恩義として国民を保護すると
の名目で服従を強いるものだと批判する。Id. at 185, 195. 本項の本文での括弧は引
用頁を示す。
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になったことに象徴されるように、権威的な警察国家で国民を服従させる機構
を生み出し、「社会生活様式に影響をあたえることから、政治から国民を完全
に排除」する「政治実践のさまざまなコンテキストを横断して入り込む統一さ
れたプロジェクト」だとする（pp. 210-211）。この観点からすれば、DHS 創設
期のおおむね 2001 年から 2004 年までの期間は、国家プロジェクトが形成され、
これがアメリカの政治社会生活に押しつけられてくるようになる。その後の
2004 年から 2008 年くらいは安定化期（stabilization）で、国家はイデオロギ
ーや法権限を振りかざすことはせず、創設期の構造を精緻に確立させ、より機
能的にして政治に根をはるようにしたと分析される。77）
4　国土安全保障における法の機能：統制
　法は安全と自由を促進防御するのに不可欠の道具である。立憲民主主義国家
にあって、法は政府の行動の枠組みを規定するとともに限界を画する。HS は
国内を対象とするから、HS の作用としての政府の行為は明確な立法の根拠を
要する。すなわち、HS の概念を形成する任務や目的は議会が決めるのであり、
DHS の官僚化や効率化の枠組みは議会が決定し統制するのである。
　HS が 9・11 に始まるとするなら、その時議会は通称愛国者法（2001 年 10
月 26 日大統領署名）を制定し、法執行と諜報収集と情報共有での政府の調整
機能を向上させた。78）以後、そのための立法が制定あるいは改正され、HS の
77）　Boukalas は HS を以下のように整理する。1999 － 2001 年の HS への危機などに
よる視点が国家や法の形態を新規に必要としたのであって、HS は「もはや支配的国
家プロジェクトではなく、国家・法の形態に組み込まれてネオリベラルな社会的組
織化と集積を支える機構である。それは国家と法を再形成させ、社会での敵対関係
に究極的な解決をもたらす。現実および予見される社会的反対者に対する開かれた
戦争を企図した、法的、イデオロギー的、軍事的な機構なのである」。Id. at 221.
78）　2002 Strategy, at 47.　同書では、HS の基盤（foundations）として法を位置づけ
る。ほかに基盤としては科学と技術、情報共有システム、国際協力、コストをあげ
ている。
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職が具体的に構築されていく。航空交通安全法（Aviation and Transportation 
Act）は交通安全局（Transportation Security Administration）を創設させ、民
間航空の安全を強化する。国境安全向上査証入国改革法（Enhanced Border 
Security and Visa Entry Reform Act）、公衆衛生生物テロ準備対応法（Public 
Health Security and Bioterrorism Preparedness and Response Act）も制定され
る。2002 年 6 月 18 日に DHS が創設され、HS の立ち上げや政策の意図を実現
するためにさらなる立法の整備が求められた。連邦レヴェルにあっては、重要
インフラに関する情報の共有、諜報機関と警察機関での情報の効率的共有、既
存の国外退去権限の拡大、国内安全保障での軍権の見直し、大統領の組織再編
権限の見直し、DHS に柔軟な実質的管理権限の付与、である。HS に関する立
法は合衆国法典第 6 章（U. S. Code Title 6）で国内安全保障（Domestic Securi-
ty）として整理されている。
　9・11 そして HSA 制定前後には、議会にその監視のための委員会が設置さ
れる。HS や DHS 統制のため、2002 年、下院に HS 委員会が設置され、国境
海上保全（Border and Maritime Security）、対テロインテリジェンス（Counter-
terrorism and Intelligence）、サイバーセキュリティ及びインフラ保護（Cyber-
security and infrastructure Protection）、緊急事態準備対応コミュニケーション
（Emergency Preparedness, Response, and Communications）、 管 理 効 率 監 視
（Oversight and Management Efficiency）、 交 通 保 護（Transportation and Pro-
tective Security）の 6 つの部会を設けている。上院では HS 及び政府事項委員
会（Comm. on Homeland Security and Government Affairs）が HS の監視を行う。
この委員会は 1816 年のコロンビア自治区委員会や郵政委員会が源であり、
1978 年に政治事項委員会になり、2001 年、9・11 を受けて現在の名称になり、
恒久捜査小委員会（Permanent Subcommittee on Investigations）、連邦支出監
視 緊 急 管 理 小 委 員 会（Federal Spending Oversight and Emergency Manage-
ment）、規制事項連邦管理小委員会（Subcommittee on Regulatory Affair and 
Federal management）を内包する。
　HS の射程が不確定なのでこれら委員会の管轄が定まらず、他の委員会と競
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合することになる。79）上院は DHS のマネージメントと組織の運営を管轄させ、
例えば DHS 内の対テロ機関については司法委員会が管轄するなどとした。下
院はこうした管轄の仕分けをせずに HS 委員会を立ち上げたので、その委員は
暫時、自分らの管轄領域に悩むこととなる。議会がこうした再編をなしえてい
ないことは、HS に対する一貫した包括的な統制ができていないとも批判され
る。このように HS 自体が明確でないことは、議会の委員会の管轄に影響を及
ぼしているのである。
　議会の DHS や執行権の HS 政策執行に対する主な監視手段は、立法権と予
算権である。そこでの論点は主に、対テロと安全のマネージメント、国境保全
と通商、災害準備対応と復旧、サイバーセキュリティ、DHS のマネージメン
トの 5 点である。80）これは HS のミクロなレヴェルでの法政策問題であろう。
HS あるいは DHS の機能を考えたとき、その目的が文民と軍事の両方にまたが
り、また、州や自治体、さらに民間が所有、管理あるいは管轄権を有するもの
にかかわることに気づいたとき、DHS には調整が期待されることから、HS の
法の問題が以下の 3 点で重要になると考える。
　第 1 に憲法と HS の関係である。まず連邦政府が HS を主務とする憲法的根
拠、特に連邦制や権力分立の関係を明確にしていく必要があろう。HS の究極
目的がアメリカ国民とその生活の基盤を防御することにあるから、大統領の執
行権に属するのは異論なかろう。「大統領の最重要の仕事はアメリカ国民を保
護し防御することだ」（ブッシュ 43）。憲法第 2 条は大統領を執行権の長とし、
軍の最高司令官としている。これに関連する具体的な権限を定めた規定は憲法
には存在せず、憲法はこうした地位のみを規定した。しかし、法誠実執行配慮
義務の規定（憲法 2 条 4 節）もあいまって、81）大統領にかかる責務を認めるの
には争いがない。
79）　Herrera-Flanigan, supra note 46 at 10-12.
80）　CRS Rep., supra note 62, R44847 at 1.
81）　この規定の意味について、富井幸雄「法律を執行しない大統領の権限―法誠実執
行配慮条項との関係」法学新報第 124 巻 5・6 号 51 頁、2017 年、参照。
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　しかし、HS が大統領固有の権限といえるかは議論になろう。基本的には議
会の制定法に基づいて組織が形成され、権限を授権される。もっとも、HS に
関する制定法は、その執行には大統領に広い裁量を認めているのが一般的であ
る。その根本部分は大統領制である。大統領は執行権と軍の長であり（憲法 2
条）、立法が踏み込めない固有の領域をもつ、発足当初から皇帝的存在（イン
ペリアル）なのである。それは、大統領の究極の責務である自国の安全保障に
ついて断定的な権限をもっていることを意味する。NS は固有の領域で、他の
2 権（議会と裁判所）の関与を排除する。法律と同じ効力をもつ EO は議会の
委任に基づく立法ではなく、大統領固有の権限について法を制定するもので、
外交や国防の領域では強力である。もっとも、議会が立法でこれを規制するこ
とは少なくない。一般に、内政では議会制定法が優位だ。
　DHS や HS 関係の連邦機関の編成は立法によらなければならないのか。現実
には、HS に関する連邦組織や権限は HSA によって根拠づけられている。大統
領府での直近のスタッフをどう組織するかは、憲法上執行権の長とされる大統
領の固有の権限とする考えと、政府機能を発揮させるのに必要かつ適切な法を
制定するのは議会の立法権だとする考えがある。82）執行府の官僚機構の編成は
議会が反対の意思を表明したとしても、大統領の一方的権限との説もある。83）
　次に、HS と連邦制との関係である。HS の任務の相当の部分は州の権限で
もある。すでに見たように、災害は州の管轄であり、パンデミックなど州民の
健康や衛生にかかわるものは、古典的には州のポリスパワーである。HS は、
州の対応を第一義としたうえで、州の要請があるときやその手に負えないと判
断されるときにのみ、連邦が関与するとの構造をとっている。他方、テロ対策
など州政府の協働なしには HS は機能せず、これを前提として成り立っている。
82）　BAKER, supra note 13 at 248-249.　こうした緊張から、HSA は HSC に関して、メ
ンバーは法定のほかに大統領が指定できるとし、所掌についても法定のほかに大統
領が設定できるとしている。
83）　William G. Howell and David E. Lewis, Agencies by Presidential Design, 64 J. POL. 
1095, 1113（2002）.
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そう考えると、HS は連邦制の新たな展開とみることもできるであろう。ただ
連邦と州の役割や事務配分は明確にしておかなければならない。
　HS がテロや災害に対する公的対応であるなら、2001 年以前から EO をはじ
め法は存在する。84）HS は法に規制されるのである。HS が市民権を得て DHS
が創設され、その機能が拡大しているとの問題関心からは、基本となる法は愛
国者法である。愛国者法は 9・11 を受けて制定された「テロ阻止に必要な適
切な道具を提供することによってアメリカを一つにして強固にする立法（Unit-
ing and Strengthening America by Providing Appropriate Tools Required to In-
tercept and Obstruct Terrorism Act of 2001）」の略称で、例えばそのツールと
してマネーロンダリングを厳しく監視するなど（Title III）、対テロの政府権限
を強化する法である。その後、カトリーナ台風の反省に基づく改正などを経
て、85）DHS あるいは HS は全危険対応型になっている。公的衛生（Public 
Health）も典型的な州のポリスパワーであるけれども、災害同様重篤なケース
では緊急事態となり、連邦が関与する。86）こうした HS の機能が連邦制に反す
るとの違憲の主張は寡聞にして知らない。
　第 2 に、災害やパンデミックといった文民緊急事態は州あるいは自治体の法
執行機関の責務であるけれども、連邦が関与するとなれば軍がこれに協働する。
アメリカは Posse Comitatus 法で、軍は文民活動に関与してはならないとの基
84）　どのようなものがあるかについて、See, JANE A. BULLOCK, GEORGE D. HADDOW, DA-
MON COPPOLA, ERDEM ERGIN, LISSA WESTERMAN AND SARP YELETAYSI, INTRODUCTION TO HOMELAND 
SECURITY 29-33（2005）.
85）　2006 年カトリーナ後緊急事態管理改革法（Post-Katrina Emergency Disaster Re-
sponse Act of 2006）は HSA を改正させ、FEMA の権限機能を強化させている。
2012 年のサンディ台風の後の、サンディ復旧増進法（Sandy Recovery Improvement 
Act of 2013）も同様である。
86）　災害に関する連邦の関与の根拠法であるスタッフォード法（1988 年）はこの局
面でも適用され、公衆衛生法（Public Health Service Act）は公衆衛生緊急事態を規
定し、連邦の介入を認めている。Spaulding et als., supra note 9 at 1443.　後者の究
極の手段は強制隔離（quarantine）であり、人権との関係が議論されている。Id. at 
1443-44.
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本法原理がある。憲法や法律が特別に定めていない限り、軍が文民警察活動を
行うことはできない。この点は法律で整備されている。87）一方で警察や消防な
ど、文民官庁が対応できないカタストロフに軍が積極的に関与することが求め
られている。これは 9・11 直後に対テロへの関与で叫ばれたし、なによりも
2005 年のハリケーン・カトリーナで決定的となった。88）公衆衛生にも軍の関
与が主張される。9・11 直後の炭そ菌テロや、蚊を媒介とする感染症、近時で
は Zika ウイルスでこの議論が熱くなっている。NORTHCOM は先に見たよう
に HD にかかわるけれども、HS マターでも軍の文民支援活動を指揮する。89）
　第 3 に、サイバーを含む基盤的生活施設（Critical Infrastructure（CI））の防
御で、法の調整が期待される。HS の主眼が国民の日常生活様式の維持にある
なら、インフラが防御されねばなるまい。さらに電子通信、いわゆるサイバー
も同様に生活に必須となっているから、この維持や防御も緊要となる。とりわ
け外国からのサイバー攻撃の脅威は、「われわれが国家として直面する最も深
刻な安全保障上、公的安全上、経済上の挑戦のひとつ」である。90）
　CI 保護法（Critical Infrastructure Protection Act of 2001）は、CI は「物理的
87）　反乱等、警察分野では反乱法（Insurrection Act）（10 U.S.C. §333）、災害等では
スタッフォード法など（42 U.S.C. §5122, 18 U.S.C. §831）がある。
88）　この経緯や議論については、すでに論じたのでここではこれ以上ふれない。富井、
前掲（18）論文、参照。
89）　Lisa Turner, Jeanne Meyer, and Harvey Rishikof, Understanding the Role of 
Northern Command in the Defense of the Homeland: The Emerging Legal Frame-
work―Authorities and Challenges, in Whitley et als., supra note 17 at 43. 
90）　White House, supra note 16 at 27-28. サイバー攻撃が国連憲章 51 条の自衛権行使
の要件を満たすかは、一義的ではない。2014 年の北朝鮮によるアメリカのソニーに
対するサイバー攻撃は、自衛権行使の対象となるとするものがある。Clare Sullivan, 
The 2014 Sony Hack and the Role of International Law, 8 J. NAT’L SEC. L. & POL’Y 
437（2016）.　このとき、2015 年に、オバマ大統領はサイバー攻撃を国家的緊急事
態（National emergency） と す る EO13694 を 出 し て い る。Executive Order -- 
“Blocking the Property of Certain Persons Engaging in Significant Malicious Cyber-En-
abled Activities” https://obamawhitehouse.archives.gov/the-press-office/2015/04/01/ex-
ecutive-order-blocking-property-certain-persons-engaging-significant-malicious-cyber
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かバーチャルかを問わず、アメリカに枢要なシステムや資産であって、その破
壊あるいは無能化は国家の、安全保障、経済保全、公的衛生や安全、またはそ
れらの結合を弱体化させる影響をもつ」ものと定義する（42 U.S.C. §5195c
（e））。政府はそうしたものはすくなからず民間の管理に属すると認識しており、
その調整には法が要請されるところとなる。大統領指令（PDD）で国家インフ
ラ保護センターを FBI に、CI 確保局を商務省に設置し、DHS 創設後は DHS 内
に統合される。91）さらに EO14231 で、サイバーに関する大統領顧問に加えて、
大統領府に CI 保護会議、そしてメンバーが民間人や州や自治体の人から選ば
れる国家インフラ顧問会議（National Infrastructure Advisory Board）が設置さ
れるも、前者は後者に DHS 創設で吸収される。サイバー顧問も DHS に統合さ
れ、HSA によってインフラ保護局（IP）が DHS に新設され、調整にあたって
いる。CI に関して民間からの任意の情報は保護される（§§131-134）。
　サイバーも官民混合で、それぞれの自主的管理を基軸とする。連邦情報管理
安全法（Federal Information Security Management Act of 2002）は、各機関の
長にその責任があると、連邦政府に関してはじめてその原則を規定した（44 
U.S.C. §§3541-3547）。民間については規定せずあくまで民間に任せる一方、連
邦政府では全政府レヴェルでもサイバーの管理や監視のルールを設けることを
規定し、DHS にその 1 次的責任があるとした。HSA は「連邦でないサイバー
セキュリティの向上」の条項（223 条 , §143）で、CI に関連する官民双方の
サイバーセキュリティについて監視する責務を課し、DHS の情報分析とイン
フラ保護の職務を規定している。また、2013 年の大統領指令 PDD-21「CI 保
全とレジリエンス」と EO13636「CI サイバーセキュリティの向上」は、この
領域での最新の法であり、DHS は国家サイバーセキュリティ交信調整センタ
ー（National Cybersecurity and Communications Coordination Center）を含む
CI の保護に関する機関を運営し、DHS による情報共有とサイバーセキュリテ
91）　本文のこのパラグラフと次のパラグラフの記述は以下による。Spaulding, supra 
note 9 at 1451-1458.
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ィ制度の進展を促している。EO13636 は特定のサイバーセキュリティの脅威
を公開又は非公開で明確にし、そのための高級サイバーセキュリティ計画
（Enhanced Cybersecurity Services Program）を策定するとしている。
　このように HS はさまざまな政府レベルや機関を巻き込むことから、調整に
は法が必要とされる部分は大きく、またその射程が HS の概念を規定している
面も否定できない。HS はそれが国内向けということもあって立法の枠組みが
不可欠であり、それで HS が認識されるといえる。
5　むすびにかえて
　HS は包括的概念である。これを一義的に定義するのは、なるほど困難であ
ろう。そもそも安全保障がそのように定義できるかも定かでない。HS はアメ
リカ人の生活様式の安定を確保するものであるところ、サイバーのように新た
な生活様式が出現し、そうしたものに対する脅威も変化し続けていくものであ
るから、その安全の保障もその都度任務として考慮されることとなり、HS の
定義をより困難にさせている。
　これが HS に関する政府権限の追加や修正のみならず、DHS をはじめ連邦執
行権の組織改革にも反映されている。9・11 後、ブッシュ 43 によって立ち上
げられた HS の機構は、9・11 のようなテロの再発防止が主任務であった。そ
の後、2005 年のハリケーン・カトリーナで大規模災害への対応が意識され、
軍や連邦政府の関与が推進される。2009 年のオバマ政権では、新たな大統領
の下で HS が議論され、官僚制体質の改革や効率性の観点から、HSC の再編が
模索される。ISIS をはじめ国内外のテロ組織が台頭して脅威となり、また経済
的な側面からも移民や情報収集が関心を呼び、HS の範囲は流動的なようにみ
える。
　HS が普遍的な概念として成り立ちうるか。安全保障の国内的要素として警
察上及び災害上の緊急事態に官民が連携調整して対処する統治のあり方は、世
界共通である。これをことさら HS と意識する意義が政策的にもまた学問的に
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も必要かが、問われなければなるまい。
　HS の概念は国際テロという危機と不安の中で生成される。テクノロジーの
発展と大規模災害の多発にさいなまれ、国民生活に対する脅威は増し、その様
相は複雑かつ多様になっている。こうしたことから国民の生活様式を維持させ
るべく、政府の機能は多様化し、省庁間の調整と指揮命令系統の効率化は立憲
的統治に喫緊の使命である。そのための政府の組織も拡大して巨大な官僚機構
となる。これをどう統制するかが国土安全保障法の分野では重要となっている。
　HS がどのように定義されようとも、国内の安全保障、いいかえればテロな
どの緊急事態から国民生活を防護するレジリエントな立憲国家は理念であり、
そのために法律を軸に整備しておかねばならない。アメリカの議論はそれを物
語る。他方、HS は情報収集を基礎とするので監視が横行し、また感染症では
強制隔離、移民法では強制退去など、憲法の人権とも交差する。92）HS はかく
して、安全保障と人権といった困難な衡量的判断の世界に引き込まれざるを得
なくなろう。国家が HS の名のもとでどのような組織や権限を設けていくのか、
検証と批判の目をわれわれは持たねばなるまい。
補注　本稿は平成 29 年度科研費基盤研究 C による研究成果の一部である。
92）　統制という点では、執行権内、さらに機関内のコンプライアンスのチェックや統
制が重要である。DHS 内には、プライバシー局（Privacy Office）と人権局（Office 
for Civil Rights and Civil Liberties）が置かれている。
